可能性試験調査研究事業実施要領


（趣旨）
第１条　可能性試験調査研究事業は、他県に比べて優位性を有する技術蓄積等（比較優位技術）を基に、更なる技術開発を推進し最先端技術を創出することで、市場拡大が見込まれる有望市場分野において県内に新たな産業クラスターの形成を促進することを目的とする。

（事業の概要）
第２条　本事業は、公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター（以下「エネ研」という。）が、産学官（産学または産官でも可）で構成される研究調査グループ（以下「研究調査グループ」という。）に委託し、実施するものとする。
研究調査グループは、大学、国立試験研究機関、公設試験研究機関、県内研究開発型企業等の研究開発セクター間の協力体制を構築し、最先端技術のメッカづくり基本指針（平成１７年３月策定）により定められた最先端技術の創出を目指す技術分野を活用し、新たな産業クラスター（以下「新産業クラスター」という。）の形成を目指す有望市場分野について研究調査を行うものとする。

（事業の内容）
第３条　本事業は、最先端技術の創出を目指す技術分野を活用し、新産業クラスターの形成を目指す有望市場分野において事業化、新商品開発に関する研究調査を実施するものであり、事業期間は１年間とする。

（事業の実施）
第４条　研究調査グループは、本実施要領に従って事業を実施するものとする。

（研究調査の分野）
第５条　研究調査の分野は、最先端技術の創出を目指す①先端マテリアル・加工技術、②チタン・マグネシウム加工技術、③レーザー高度利用技術、④バイオテクノロジー、⑤原子力関連技術の５つの技術分野のいずれかを活用し、①分散型発電・携帯エネルギー、②モバイル・IT機器、③次世代自動車部品、④ニューセーフティープロダクツの４つの有望市場分野のいずれかに進出をめざす事業を対象とする。

（研究調査の実施に関する手続き等）
第６条　本事業の研究調査を実施する場合の手続きは、次のとおりとする。
（１）研究調査の募集
エネ研は、大学、公設試験研究機関、研究開発型企業等に対し、最先端技術の創出を目指す技術分野を活用し、新産業クラスターの形成を目指す有望市場分野における研究調査の提案について募集する。
なお、応募することができる者は、県内の産業界、県内外の大学等および公設試験研究機関から参加する研究者（産学官ごとに複数の参加も可）で、産学官（産学または産官でも可）で構成される研究調査グループとする。
（２）研究調査の事前評価および採択
エネ研は、研究調査提案書等の応募書類により、審査委員会設置要領に従い、審査委員会による事前評価を行う。
研究調査の採択にあたっては、審査委員会の審査結果に基づき、これを内定する。
（３）研究調査計画の策定
エネ研は、テーマの採択が内定した研究調査グループに対し、研究調査計画を策定させ、研究調査計画書を徴する。研究調査計画の策定にあたって、エネ研は必要に応じ、研究調査グループと調整するものとする。
研究調査グループは、策定した研究調査計画をエネ研に報告するものとする。
エネ研は、策定された研究調査計画に基づき、研究調査費を決定する。
（４）研究調査の実施
エネ研は、研究調査グループに研究調査を委託する。（委託契約は研究調査グループの代表企業と行い、代表企業は県内企業とする。）研究調査の実施にあたって、エネ研は必要に応じ、研究調査グループと調整するものとする。
研究調査グループは、研究調査の推進、調整、経理事務等の研究調査の実施にあたる事業管理者を置くものとする。
事業管理者は、研究調査グループ内の代表企業の中から選出し、共同研究者間の調整を行い、研究調査が円滑に行われるよう、エネ研に協力するものとする。
（５）実績報告
研究調査グループは、委託事業を完了した日の翌日から起算して７日以内に、実績報告書をエネ研に提出するものとする。

（対象となる経費）
第７条　本事業で対象となる経費は、研究調査の遂行に必要な経費とし、経費区分は次のとおりとする。事業計画における研究調査の経費は、本事業の趣旨に沿うと認められるものでなければならない。
（１）技術調査、市場調査
謝金、旅費、事務庁費、管理費
（２）可能性試験
消耗品費、その他の経費、管理費

（成果の公表）
第８条　エネ研は、研究調査の成果を原則として公表する。ただし、公表により研究調査グループに不利益等が生じると判断された場合、協議の上で、公表の時期を遅らす等の取扱いを定めるものとする。
研究調査グループは、研究調査の成果の公表について、エネ研に協力するものとする。

（その他）
第９条　本要領に定めのない事項であって、事業実施に関わるものについては、別途定めるものとする。


附　　則
[bookmark: _GoBack]１　この要領は、平成２５年４月１日から施行する。
